
 

 

議案第１７９号 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２４年１１月２８日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市建築等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （減免）  （減免） 

第４条  第４条 次に掲げる建築物については、別表第１４

項及び第１５項から第５１項の３までに規定する

手数料を免除する。 

 ⑴ 国又は地方公共団体が建築する建築物で、公

益上特に必要であると認められるもの 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要が

あると認める建築物 

次に掲げる建築物を建築する場合の別表第１項

から第１３項までに規定する手数料については、

その２分の１に相当する額を減額する。 

２ 次に掲げる建築物を建築する場合の別表第１項

から第１３項までに規定する手数料については、

その２分の１に相当する額を減額する。 

⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

２ ［略］ ３ ［略］ 

３ ［略］ ４ ［略］ 

４ 第１項及び第２項の規定は、建築設備及び工作

物について準用する。 

５ 第２項及び第３項の規定は、建築設備及び工作

物について準用する。 

５ 市長が特に必要があると認める建築物について

は、別表第１４項及び第１５項から第５１項の３

までに規定する手数料を免除する。 

 

  

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

事務の種類 手数料の額 

１～６７ ［略］  

事務の種類 手数料の額 

１～６７ ［略］  



 

 

６８ 都市の低炭素化の促

進に関する法律（平成２

４年法律第８４号。以下

「都市低炭素化促進法」

という。）第５３条第１

項の規定による低炭素建

築物新築等計画の認定の

申請（以下「低炭素建築

物新築等計画の認定申請

」という。）に対する審

査（次項及び第７０項に

規定する審査を除く。） 

次の各号に掲げ

る区分に応じ、当

該各号に定める金

額（第１号、第２

号又は第３号に掲

げる部分を併せて

申請する場合は、

当該各号に定める

額をそれぞれ合計

して得た額） 

⑴ 住宅の用途を含む低

炭素建築物（都市低炭

素化促進法第５３条第

１項に規定する建築物

（同項に規定する空気

調和設備等を含む。）

をいう。以下同じ。）

の住戸部分（申請部分

に限る。以下同じ。） 

 

ア 住戸数が１戸（戸

建てを含む。）のも

の 

３８，０００円

イ 住戸数が１戸を超

え５戸以下のもの 

６６，０００円

ウ 住戸数が５戸を超

え１０戸以下のもの 

９６，０００円

エ 住戸数が１０戸を

超え２５戸以下のも

の 

１４０，０００円

オ 住戸数が２５戸を

超え５０戸以下のも

の 

２０３，０００円

カ 住戸数が５０戸を

超え１００戸以下の

もの 

３０１，０００円

キ 住戸数が１００戸

を超え２００戸以下

のもの 

４１１，０００円

ク 住戸数が２００戸

を超え３００戸以下

のもの 

５３９，０００円

ケ 住戸数が３００戸

を超えるもの 

６３３，０００円

⑵ 住宅の用途を含む低

炭素建築物の共用部分

（当該住宅の用途に供

する部分に限る。以下

 



 

 

同じ。） 

ア 床面積の合計が３

００平方メートル以

下のもの 

１１１，０００円

イ 床面積の合計が３

００平方メートルを

超え２，０００平方

メートル以下のもの 

１９２，０００円

ウ 床面積の合計が２ 

，０００平方メート

ルを超え５，０００

平方メートル以下の

もの 

３０３，０００円

エ 床面積の合計が５ 

，０００平方メート

ルを超え１０，００

０平方メートル以下

のもの 

３９４，０００円

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トルを超え２５，０

００平方メートル以

下のもの 

４７４，０００円

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トルを超えるもの 

５５３，０００円

⑶ 前２号に掲げる部分

以外の部分 

ア 床面積の合計が３

００平方メートル以

下のもの 

２５０，０００円

イ 床面積の合計が３

００平方メートルを

超え２，０００平方

メートル以下のもの 

４１２，０００円

ウ 床面積の合計が２ 

，０００平方メート

ルを超え５，０００

平方メートル以下の

もの 

５９１，０００円

エ 床面積の合計が５ 

，０００平方メート

ルを超え１０，００

０平方メートル以下

のもの 

７３１，０００円

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トルを超え２５，０

００平方メートル以

８６７，０００円



 

 

下のもの 

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トルを超えるもの 

９８９，０００円

６９ 低炭素建築物新築等

計画の認定申請に対する

審査（都市低炭素化促進

法第５４条第１項各号に

掲げる基準に適合してい

ることを示す書類が提出 

された場合の審査に限る。

） 

次の各号に掲げ

る区分に応じ、当

該各号に定める金

額（第１号及び第

２号に掲げる部分

を併せて申請する

場合は、当該各号

に定める額を合計

して得た額） 

⑴ 住宅の用途を含む低

炭素建築物の住戸部分 

 

ア 住戸数が１戸（戸

建てを含む。）のも

の 

５，０００円

イ 住戸数が１戸を超

え５戸以下のもの 

１０，０００円

ウ 住戸数が５戸を超

え１０戸以下のもの 

１８，０００円

エ 住戸数が１０戸を

超え２５戸以下のも

の 

３１，０００円

オ 住戸数が２５戸を

超え５０戸以下のも

の 

５２，０００円

カ 住戸数が５０戸を

超え１００戸以下の

もの 

９４，０００円

キ 住戸数が１００戸

を超え２００戸以下

のもの 

１４９，０００円

ク 住戸数が２００戸

を超え３００戸以下

のもの 

１８８，０００円

ケ 住戸数が３００戸

を超えるもの 

２０１，０００円

⑵ 前号に掲げる部分以

外の部分 

ア 床面積の合計が３

００平方メートル以

下のもの 

１０，０００円

イ 床面積の合計が３

００平方メートルを

超え２，０００平方

メートル以下のもの 

３１，０００円

ウ 床面積の合計が２ ９４，０００円



 

 

，０００平方メート

ルを超え５，０００

平方メートル以下の

もの 

エ 床面積の合計が５ 

，０００平方メート

ルを超え１０，００

０平方メートル以下

のもの 

１４９，０００円

オ 床面積の合計が１

０，０００平方メー

トルを超え２５，０

００平方メートル以

下のもの 

１８８，０００円

カ 床面積の合計が２

５，０００平方メー

トルを超えるもの 

２３５，０００円

７０ 低炭素建築物新築等

計画の認定申請に対する

審査（都市低炭素化促進

法第５４条第２項の規定

による建築基準関係規定

の適合認定の審査の申出

を伴うものに限る。） 

 

⑴ 次号及び第３号に掲

げるもの以外のもの 

次のア及びイに

定める額を合計し

て得た額 

 ア 第６８項各

号又は前項各

号に掲げる区

分に応じ、当

該各号に定め

る額 

 イ 第１項各号

に掲げる区分

に応じ、当該

各号に定める

額に相当する

額 

⑵ 法第８７条の２に規

定する建築設備を含む

もの（次号に該当する

ものを除く。） 

次のア及びイに

定める額を合計し

て得た額 

 ア 前号に定め

る額 

 イ 第３項各号

に掲げる区分

に応じ、当該

各号に定める



 

 

額に相当する

額 

⑶ 構造計算適合性判定

を行うもの 

次のアからウま

でに定める額をそ

れぞれ合計して得

た額 

 ア 第１号に定

める額 

 イ 第１項の２

右欄の表の床

面積の合計の

区分に応じ、

当該手数料の

額の欄に定め

る額に相当す

る額から３，

０００円を控

除した額に１

００分の１０

５を乗じて得

た額に３，０

００円を加算

した額 

 ウ 法第８７条

の２に規定す

る建築設備を

含むものにあ

っては、前号

イに定める額

７１ 都市低炭素化促進法

第５５条第１項の規定に

よる低炭素建築物新築等

計画の変更の認定の申請

（以下「低炭素建築物新

築等計画変更の認定申請

」という。）に対する審

査（次項に規定するもの

を除く。） 

 第６８項各号又

は第６９項各号に

掲げる区分に応じ、

当該各号に定める

額の２分の１に相

当する額 

７２ 低炭素建築物新築等

計画変更の認定申請に対

する審査（都市低炭素化

促進法第５５条第２項に

おいて準用する都市低炭

素化促進法第５４条第２

項の規定による建築基準

関係規定の適合認定の審

査の申出を伴うものに限

る。） 

 

⑴ 次号及び第３号に掲

げるもの以外のもの 

次のア及びイに
定める額を合計し



 

 

て得た額 

 ア 第７０項第

１号アに定め

る額に２分の

１を乗じて得

た額 

 イ 第７０項第

１号イに定め

る額 

⑵ 法第８７条の２に規

定する建築設備を含む

もの（次号に該当する

ものを除く。） 

次のア及びイに

定める額を合計し

て得た額 

 

 ア 前号に定め

る額 

 イ 第３項各号

に掲げる区分

に応じ、当該

各号に定める

額に相当する

額 

⑶ 構造計算適合性判定

を行うもの 

次のアからウま

でに定める額をそ

れぞれ合計して得

た額 

 ア 第１号に定

める額 

 イ 第７０項第

３号イに定め

る額 

 ウ 法第８７条

の２に規定す

る建築設備を

含むものにあ

っては、前号

イに定める額 
備考 備考 

  １～４ ［略］   １～４ ［略］ 

５ 第６８項及び第６９項において「床面積の

合計」とは、低炭素建築物新築等計画の認定

申請及び低炭素建築物新築等計画変更の認定

申請に係る部分の床面積の合計（建築基準法

施行令第２条第１項第４号の規定により算出

された延べ面積。住戸部分を含むこれらの申

請については、当該住戸部分を除く床面積の

合計）をいう。 

 

  ６ 第６９項において「都市低炭素化促進法第

５４条第１項各号に掲げる基準に適合してい

ることを示す書類」とは、次の各号に掲げる

 



 

 

区分に応じ、当該各号に定める機関が作成し

たものとする。 

   ⑴ 住戸部分及び共用部分 登録住宅性能評

価機関（住宅の品質確保の促進等に関する

法律第５条第１項に規定する機関をいう。

）又は登録建築物調査機関（エネルギーの

使用の合理化に関する法律（昭和５４年法

律第４９号）第７６条第１項に規定する機

関をいう。以下同じ。） 

 

⑵ 前号に規定する部分以外の部分又は当該

部分及び前号に規定する部分を合わせた部

分 登録建築物調査機関 

 

  

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第４条の改正は平成２５年４月１日から、その他の改正は公布の日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市建築等関係事務手数料条例（次項において「

改正後の条例」という。）第４条の規定は、平成２５年４月１日以後に申請のあっ

た事務に係る手数料について適用し、同日前に申請のあった事務に係る手数料につ

いては、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例別表第６８項から第７２項までの規定は、この条例の公布の日以後

に申請のあった事務に係る手数料について適用する。 


